
74 知的資産創造／2016年1月号

N R I  N E W S

企業がウェブサイトを持つように
なって20数年が経ち、今ではウェ
ブ広告もすっかり定着したほか、
ソーシャルメディアも新しく顧客
接点に加わり、企業が活用できる
デジタルメディアは乱立といって
いい状況である。デジタルメディ
アの特徴は、メディアと顧客の接
点において、顧客に関するログデ
ータを容易に取得できるという点
である。

デジタルメディアでは、コンテ
ンツや広告が見た人にどのような
作用を及ぼしたかを、「グーグルア
ナリティクス」や「アドビアナリテ
ィクス」のようなウェブアクセス
解析ツールを使って即座に知るこ
とが可能である。たとえば、数日

急速に高度化する
デジタルマーケティング

デジタルマーケティングとは、
ウェブサイト、ソーシャルメディ
ア、スマートフォンアプリなどを
媒体として利用するマーケティン
グであり、その媒体をデジタルメ
ディアと呼ぶことにする。デジタ
ルマーケティングが広報・宣伝や
マーケティングの部署だけでなく
全社的に取り組むべき重要テーマ
となっているのは、以下の 3 つの
点で従来のマーケティングと大き
く異なるからである。

（1）PDCAサイクルの高速化
1 つ目の違いは、マーケティン

グPDCAサイクルの速さである。

にわたって広告をデジタルメディ
アに掲載する場合、掲載開始後、
即座にデータを取得し、費用対効
果が悪いと判断した場合はすぐに
広告内容を変更することも可能で
ある。これが新聞やテレビ、雑誌
などのマスメディアの場合ならど
うであろうか。事前に広告枠を確
保するそれらの媒体では、広告効
果が悪いからといって即座に広告
を取りやめにしたり変更したりす
ることは難しい。デジタルメディ
アでは、リアルタイムにデータを
把握することにより、これまでの
広告宣伝とは比較にならないほど
高速にPDCAサイクルを回すこと
が可能になったのである。

（2）マーケティング技術の進化
2 つ目の違いは、マーケティン

グ技術の進化である。たとえばデ
ジタルメディアで広告を配信する
ためのプラットフォームに搭載さ
れたビッディング（入札）機能を
使い、広告主はあたかも証券会社
のトレーダーのように、広告掲載
枠のデータを見ながら、いつ、い
くらで掲載したいかといったデー
タを入力して入札する。両方のデ
ータがリアルタイムで自動マッチ
ングされて落札が決まると、即座
に広告が掲載される。このような

デジタルマーケティングと聞いて、「マーケティングは
自分の問題ではない」と考えるIT部門の方も多いと思わ
れる。しかし、事業の発展と競争優位の確保を目的に、
IT部門を巻き込んだマーケティング変革に取り組んでい
る企業は少なくない。急速に高度化するデジタルマーケテ
ィング環境では、PDCAサイクルの高速化に対応し、技術
進化の波に乗り、溢れるデータを経営に活かすための資源
としなければいけない。IT部門は、データを駆使するマ
ーケティングの参謀として価値を示すべきである。本稿で
は、先進的企業事例を交え、IT部門の価値創造への解決
策を提示する。
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高度なマーケティング技術もデジ
タルマーケティングの特徴である。

（3）マーケティングデータの多様化
3 つ目の違いは、多様なデータ

が利用できることである。グーグ
ル社、フェイスブック社、ツイッ
ター社、ヤフー社に代表される高
い技術力を持った世界的な大手デ
ジタルメディア企業やITベンチ
ャー企業などが、高度な技術を駆
使したサービスを多数提供してお
り、多様で複雑なデータが利用可
能になっている。昨今では、ウェ
ブサイトでの振る舞いから男女、
年齢、趣味嗜好まで推定すること
も可能である。また、自社のコー
ルセンターで収集されるデータ、
POSシステムのデータ、さらには
CRM（顧客関係管理）システム
が持つ顧客個々のデータまでも集
約し、マーケティングデータとし
て活用することができるようにな
ってきている。

課題はデータ活用の
仕組み作り

こうした状況の中で課題となっ
てきたのが、多様化したデータを
活用するための企業側の仕組み作
りである。

デジタルメディアでもマスメデ

ィアでも、データは広報・宣伝部
やマーケティング部が主管し、コ
ールセンターシステム、POSシス
テム、CRMシステムはIT部門が
主管するなど、企業のデータは部
門別に個別に管理されているのが
現状である。デジタルメディアに
おいては広報・宣伝部やマーケテ
ィング部で即座に施策を実行でき
る環境が整えられてきたが、それ
でも、IT部門が主管するシステ
ムからデータを取り出そうとすれ
ば、IT部門に依頼してデータを
連係させてもらう必要があり、実
際にはすぐに施策を実行に移すこ
とは難しい。

従って、さまざまなデータが利
用可能になった状況の中では、い
かにしてスムーズなデータ連係と
組織の連携を実現するか、いかに
速くPDCAサイクルを回してマー
ケティング施策を高度化できるか
が重要であり、これを可能にする
仕組みとしてのデジタルマーケテ
ィングプラットフォームの整備は
企業の差し迫った課題である。

先進的企業の取り組み
デジタルマーケティングプラッ

トフォームの整備と組織改革を始
めている企業の例を紹介しよう。

大手製造業A社では、2013年に

IT部門が主導して本社にグーグ
ルアナリティクスを導入した。そ
の後、世界中のグループ各社にグ
ーグルアナリティクスを導入し、
数百に上るウェブサイトの閲覧状
況についてデータ収集を行ってい
る。

同社はまた、商品ごとに行って
いたマーケティング活動を集約し
て、全社統合的なマーケティング
を可能にする取り組みを進めてい
る。IT部門は商品ごとに散在し
ていた全社のデータの集約を図
り、同時にマーケティング部門で
はデジタルメディアの広告に関す
る方針を一本化した。また、以前
は商品ごとにマーケティング活動
を展開していたが、全社横断のマ
ーケティングチームを作り、マー
ケティング活動における商品間の
垣根をなくした。

この結果、まず広告の投下状況
がリアルタイムに可視化され、特
に運用型広告については、商品ご
との予算配分が最適化された。運
用型広告とは、広告掲載枠を固定
的に買い取るのではなく、 1 回ク
リックされたらいくらという料金
方式で購入できるウェブ広告であ
る。検索したキーワードに基づく
検索連動型広告や、閲覧されたコ
ンテンツなどにマッチした広告が
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表示されるディスプレイ広告があ
り、Real Time Bidding（リアル
タイム入札）などによってさまざ
まな掲載先や掲載方式を選ぶこと
ができる。運用型広告は、掲載期
間中にもデータを分析し、効果が
低い広告方法をやめたり、効果が
高い広告を増やしたりすることが
できるため、実態に即して費用対
効果を改善することが可能であ
る。同社では、効果の低い広告の
予算を削減しつつデジタルメディ
アを利用してウェブサイトへの誘
導数を拡大するなど、コストとマ

ーケティング効果の両面で成果が
現れている。

大手飲料メーカーB社でもデジ
タルマーケティングプラットフォ
ームの整備が進んでいる。同社で
は、広報部とIT子会社が協働し
てマーケティングデータを集約
し、グーグルアナリティクスを導
入してデータを分析している。ま
た、IT子会社はシステム基盤の
整備といった「守り」の役割だけ
ではなく、ウェブサイトの改善分
析サービスや広告運用サービスを
提案し、「攻めのIT 部門」として

付加価値のあるサービスをマーケ
ティング部門に提供しようとして
いる。マーケティング部門とIT
部門が一丸となり、ビジネスの拡
大へ向けて取り組んでいる事例で
ある。

A社とB社のいずれの事例も、
マーケティング部門とIT部門の密
な連携、社内におけるマーケティ
ング活動の統合という点が共通し
ており、集約されたデータを基に
マーケティング部門とIT部門が有
機的に連携してデジタルマーケテ
ィングに取り組んでいる（図 1 ）。

図1　デジタルマーケティングに必要な組織のあり方
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なったIT担当者は、この違いに
直面してなかなかマーケティング
の仕事に慣れない場合が多い。こ
の組織の壁を乗り越えることがま
ず必要である。事例に挙げた企業
でも、マーケティング部門に異動
した社員は、マーケティングの仕
事の進め方や考え方を自らのもの
とし、スキルを身に付けるべく
日々奮闘している。

今後のデジタルマーケティ
ングに向けて

マーケティング部門とIT部門
のシームレスな連携が必要な状況
の中で、今後IT部門はいかにし
てデジタルマーケティングにかか
わっていくべきなのか。

今後のデジタルマーケティング
にはITのスキルがさらに必要と
なることは間違いない。たとえば、
IoT（Internet of Things：さまざ
まなセンサーや機器がインターネ
ットにつながる状態）が伸展して
いけば、身近なさまざまな機器が
顧客接点としてマーケティングに
活用されるようになり、同時に大

また、IT部門の人材がマーケテ
ィング部門に異動して、マーケテ
ィングにITの知識やスキルを活
かしているという共通の特徴もあ
る。

通常、IT部門とマーケティン
グ部門の連携には大きな壁があ
る。仕事の進め方や成果に対する
考え方が全く異なっているのであ
る。IT部門では、仕事を進める
に当たっては、要件定義を行い、
要件に従ってシステムを構築す
る。ゴールとなるのは、定義した
要件をシステムが満たしているこ
とである。ゴールが決まっている
点がIT部門の仕事の進め方の特
徴だ。マーケティング部門の仕事
の進め方はその対極にある。最初
に決められた明確なゴールはな
い。日々変化するマーケットに対
して自社の価値を訴求できること
がゴールであり、マーケットの変
化に合わせてゴールも形を変え
る。IT部門とマーケティング部
門では、このように仕事のゴール
に対する考え方に大きな違いがあ
る。マーケティング部門に異動と

量のデータが発生する。そうなる
と、ITのスキルを持ったマーケ
ティング担当者の役割が非常に重
要になる。そのような人材は、大
量のデータの中から有用なデータ
を見つけ出し、高度なマーケティ
ングのPDCAサイクルを速くかつ
的確に回していくために欠かせな
いからである。また、顧客接点が
多様化し、多種多様なデータが大
量に流通する環境において効果的
なデジタルマーケティング施策を
実行するためには、マーケティン
グ部門とIT部門を横断した組織
作りと、ITとマーケティングの
両方に精通した人材の育成も課題
になる。これらが実現できたとき、
デジタルマーケティングは一層大
きな成果を上げられるようにな
り、それが企業の競争優位を確立
することにつながるだろう。
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